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提　言

新たな人口・社会レジームの到来と労働力
■

金子　隆一

　東日本大震災の復興も道半ばにして，熊本県を
中心に新たな震災が生じた。今なお余震が続いて
おり，被災された皆様には心からお見舞い申し上
げたい。列島での度重なる地震による災害を目の
当たりにして心が痛むとともに，私たち日本人は
複雑で脆弱な地殻構造の上に社会を築いているの
だとあらためて自覚させられる。辛い教訓に学び，
備えを尽くすことがここで生きる者の使命であ
り，犠牲となった方々に報いる道であろう。
　社会科学に携わる者の眼から見ると，現在わが
国で進行している人口減少，少子高齢化という人
口変動は，静かに，しかし片時も休まず進行し，や
がて社会を基底から揺さぶる可能性があるという
点で，列島の地下で起きている地殻変動に構図が
似ており，その深刻さにおいても劣るものではな
いと感じている。ただ，現在の技術では地震はい
つどこで起こるかわからないのに対して，人口変
動はこのまま放置すればいつどこで，どの程度に
深刻となるのかを示すことができる。また，私た
ちの分別と努力によってその未来を一定程度変え
ることもできる。ならば，将来の人口変動を推計
し，それがもたらす社会経済的課題に備えればよ
い。しかし，そう簡単にはいかない理由が二つある。
　ひとつは，時計の長針ばかりに気を取られて
日々仕事や生活に追われる私たちにとって，短針
の動きに似た人口の変化は容易には気づきにくい
ということである。たとえば，日本の総人口は
2015 年『国勢調査』時点で，7年前のピーク（2008
年）から実はまだ 0.8％しか減少していない。し
かし日本は 2050 年までに総人口の約 4 分の 1
（24.1％），2060 年までには約 3分の 1（32.3％）を
失うと推計されている。不断の変化というものは，
年月を経て大きな作用をもたらすものであり，変
化に気がついたときには手遅れであることも多
い。事実，2014 年に始まった地方創生事業では，

「消滅」と名指しされてはじめて危機感を持った
地域も少なくなかったようである。
　人口変動がもたらす課題への対処が難しい二つ
目の理由は，それが単なる一時的な変動ではなく，
人口・社会レジームの歴史的転換を意味している
点にある。すなわち，私たちが次に遭遇する世界
がいかなるものかについて，あらかじめ知ってい
る者は一人もおらず，私たちは地図のない領域に
踏み込もうとしている。かつて近代化の進展とと
もに生の在り方が多産多死から少産少死へと移行
し，人生，家族，社会経済の成り立ちは一変した。
その過程で豊富な労働力が供給される仕組み，
「人口ボーナス」が発動し，それが数十年を経て
「人口オーナス」へと移り変わるまでの間，私た
ちは経済成長と生活向上を謳歌し，インフラを整
え，社会保障を創出した。しかし，その時代は終
焉を迎え，未知の人口・社会レジームが始まろう
としている。働き方を始め，課題への向き合い方
に大きなパラダイム転換が求められている。なに
か指針となる視座はないだろうか。
　たとえばそれは人口オーナスを前提とするか
ら，誰が社会を支えるかといえば，そこは全員で
ある。これまで十分に能力を発揮できなかった女
性，高齢層，若者達，障害者，そして日本で働き
たいと望む外国人などは，個別の制約（家事・育児，
介護，定年，不健康，障害，不安定雇用・低賃金，
搾取，言語，そして災害など）から解放されねばな
らない。そこでは個人が持てる能力を発揮するこ
とは基本的人権となる。社会はこれを保障するこ
とで労働力を確保する。すべてのメンバーが社会
の存立と繁栄に活き活きとして参加する。たとえ
ば，このようなレジームなら，多くの困難な課題
を乗り越えてでも，迎える価値があるのではない
だろうか。
�（かねこ・りゅういち　国立社会保障・人口問題研究所副所長）




